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災害対策特別委員会の活動経過について、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 活動年月日 

平成２６年 ９月２５日 陳情審査、報告聴取 

 

２ 活動経過 

(1)  陳情審査 

   ２３陳情第３６号 阿佐谷南・高円寺南地区防災まちづくり計画の再検討に 

関する陳情 

   審査を行った結果、不採択すべきものと決定した。 

 

(2)  報告聴取 

   ① 杉並区新型インフルエンザ等対策行動計画の策定について 

新型インフルエンザ等対策特別措置法第８条に基づき策定した新型インフルエン

ザ等対策行動計画（案）について、東京都への報告と意見聴取及びパブリックコメ

ントを実施し、その結果を踏まえて計画を決定したとのこと。パブリックコメント

では、個人２件、団体１件、合計３件、延べ７項目の意見があったとのこと。また、

災害対策基本法の改正で用語の整理が行われ、「要配慮者」という文言の定義づけが

されたため、本計画についても従来の「要援護者」の表記を「要配慮者」に統一し

たとのこと。今後、１１月１日の広報及びホームページでパブリックコメントの結

果を公表予定とのこと。 

   ② 平成２６年度東京都・杉並区合同総合防災訓練の実施結果について 

８月３０日に、大規模災害時の地域住民の自主防災力充実や東京都、各防災関係

機関との連携強化を図るため、自助・共助と連携をテーマとし、首都直下地震等に

よる東京の被害想定報告書の想定に基づき、東京都と合同の防災訓練を開催したと



のこと。メーン会場である都立和田堀公園周辺では、警察や消防等防災関係機関が

救出救助訓練を、地域住民が倒壊建物からの救出救助や負傷者搬送訓練等を実施し

たとのこと。また、永福体育館では緊急支援物資搬送訓練、済美小学校では、検視

や検案訓練を行ったとのこと。高円寺北地区（馬橋公園周辺）では、木造住宅密集

地域における地域住民や消防団等による初期消火訓練等を実施したとのこと。桃井

原っぱ公園では、医療関係者が医療救護活動等の訓練を実施したとのこと。参加規

模は、区民や消防、自衛隊、輸送機関、医療機関等のほか、仙台市水道局、ソウル

や台北の救援部隊等他都市からの参加もあり、合計約１万名、関係団体約１００団

体の参加があったとのこと。Ｊ：ＣＯＭ東京が生中継し、会場では映像放映を実施

したとのこと。その他、本訓練に合わせ、震災救援所６５か所、救援隊本隊７か所

の開設訓練に約４００名の職員を従事させたとのこと。 

    ③ 不燃化特区制度の申請について 

     不燃化特区制度の認定を受けるため、８月２６日付で方南１丁目全域約３３．６ 

ヘクタールの申請を東京都に行ったとのこと。申請理由は、昨年東京都が発表した

災害時の活動困難度を考慮した総合地域危険度が他地域と比較して高く、これまで

進めてきた不燃化のまちづくりをさらに加速化させ、地域の防災まちづくりの機運

醸成を図るためとのこと。期間は、平成２７年４月１日から平成３３年３月３１日

までの６年間であり、整備目標は不燃領域率７０％としているとのこと。区民への

助成は、老朽建築物の除却費の一部助成等、杉並第六小学校周辺地区不燃化特区と

同様の支援メニューを考えているとのこと。今後は、平成２７年３月に不燃化特区

の認定を受け、４月から事業開始予定とのこと。 

  ④ 杉並区耐震改修促進計画の改定について 

現行計画について、建築物の耐震化を更に促進するため、今年度改定に取り組む

とのこと。これまでの実績について、耐震化率が平成１８年度から平成２５年度末

までの間で１０．４％増加の８１．７％となったとのこと。改定にあたっては、昨

年１１月に改正された耐震改修促進法や今年４月に改正された東京都耐震改修促

進計画による新たな耐震化の取り組みも踏まえ、改定作業を行うとのこと。改定計

画の期間は、区の総合計画に合わせ、平成３３年度までとし、総合計画改定に合わ

せ、必要に応じ見直しを図るとのこと。目標は、耐震化率について、現行計画では

２７年度末９０％としているが、改定計画では３３年度末９６％とするとのこと。

改定の主な内容は、目標耐震化率変更のほか、特定緊急輸送道路沿道建築物の耐震

改修の促進等であるとのこと。今後は、１２月に改定案を策定し、来年１月にパブ

リックコメント、３月に計画決定の予定とのこと。 

以上のとおり、４件の報告を聴取し、質疑応答を行いました。 

以上 


